
（２）学校教育としての取組

（３）パートナーシップの構築に向けて

Ｐ23
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３．環境基本計画の進捗状況の点検・評価等

項 目 名 基準年度 現況 目 標

県が主催・共催する環境学習に関する行事

の参加者数

人

（ 年度）

人

（ 年度）

人以上

（毎年度）

【２７年度の主な取組】

① 環境学習における連携・協働の推進

・「千葉県環境学習基本方針平成 年度実施計画」を策定し、環境学習に係る各課・機関の実施事

業を取りまとめました。

・「エコメッセ ちば」に実行委員として参画したほか、 月 日に谷津干潟自然観察セン

② 環境学習を推進する人材の育成とその活用

・環境学習指導者としての力を備えた人材を育成するため、ファシリテーター※を養成する講座や教

員を対象とする講座等を実施し、ファシリテーターを養成する講座は 名、教員を対象とする講

座は 名が修了しました。

※ファシリテーター：自身が知っていることを教えるのではなく、学ぶ人の経験や知識に応じた気づきや理解、さらに批

判的思考を促す人のことをいう

③ 環境学習に関する情報提供の推進

・県ホームページ等による情報提供を行うとともに、環境学習用の教材等の貸し出しを行いました。

④ プログラム・教材の開発

・環境学習教材「川の汚れ浄化ゲーム」を要望があった学校や民間団体に配布するとともに、八街

市の小学校において当該ゲームを利用した環境学習を行いました。

⑤ 学習拠点の整備と相互連携及び場の活用

・県の環境学習の拠点の連携に関する担当者会議を開催し、各施設において体験できるプログラム

等について情報交換を行いました。

・地域の自然と文化を体験する「文化財探検隊」を、佐倉市、松戸市、鋸南町において実施しまし

た。

⑥ 環境学習機会の提供

・環境学習アドバイザーの派遣（ 回）、地球温暖化防止活動推進員による出前講座の実施 回）、

環境研究センターによる環境講座の開催（ 回）など、環境学習機会の提供に努めました。

⑦ 環境学習に関する調査研究の実施

・環境学習に関する各種講座においてアンケートを実施し、そのニーズの把握に努めました。

⑧ 県の率先取組

県が主催・共催する環境学習に関する行事の参加者数は、基準年度と比較して増加してお

り、今年度は目標を達成しています。 

33,360

ターでこども環境会議を開催し、こどもエコクラブの活動を紹介するとともに、クラブ間相互

の交流を図りました。

（１）指標の現況

（２）評価

（３）２７年度の主な取組、分析及び今後の対応方針
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・「千葉県庁エコオフィスプラン」に基づき、環境負荷の少ない物品の購入や用紙使用量の削減など、

県の業務における環境配慮行動の実践に努めました。

・また、新規採用職員の研修において、「行政と環境」講座を行いました。

【分析（目標達成阻害要因、状況の変化、課題等）】

・環境学習を推進する人材を育成するため、学習の目的に応じた適切なプログラムを活用して学び

を支援する必要があります。

・環境学習教材として、 、 年度は子ども向けに「川の汚れ浄化ゲーム」を作成し、そのゲーム

を使用した取り組みの促進を図ってきましたが、今後は大人向けにも啓発冊子を発行し、県民全

体のニーズをカバーする必要があります。

・環境学習の拠点の連携については、構成する県有施設にとどまらず、県内の他の施設とも連携の

方策を検討していく必要があります。

・環境学習に係る講師派遣や開催する講座について、内容や仕組を見直した上で、県の主催・共催

する環境学習に関する行事への参加者数が増加するように図っていく必要があります。

【分析結果を踏まえた今後の対応方針】

・一般の方を対象とした環境学習の指導者を養成する講座では、 年度は、団体の運営方法やプロ

グラムの組み立て方、ＩＴの活用等を踏まえた実践的な内容の講座を開催します。

・ 年度は、大人向けの水質環境に関する啓発冊子の作成を進めるとともに、引き続き県ホーム

ページ等による環境学習情報の提供や環境学習用の教材等の貸し出しを行います。

・環境学習の拠点の連携のために、県内の他の施設において視察研修を行い、さらに広い情報の共

有と連携に努めます。

・講師の派遣制度や環境講座について一層広報するとともに、引き続き環境学習の機会を提供し、

県民の環境に対する意識の醸成に取組んでいきます。環境講座については、公募型プロポーザル

方式を採用して、より良い企画を提案した事業者に運営を委託することにより、様々なニーズに

対応し、幅広い層を対象とした講座を実施します。

―225―



 - 228 - 

（単位：人）
 

講 座 等 名

年度

基準年

度

年度 年度 年度 年度 年度 年度

環境学習アドバイザー派遣事業

県民環境講座 －※ －※

空に親しむ啓発事業 －※ －※ －※

水生生物による水質調査

手賀沼親水広場を活用した
水環境学習講座

－※

自然観察会 ※

探鳥会

環境研究センターでの啓発事業 －※ －※

体験型環境講座 －※ －※ －※ －※ －※ －※

こども環境講座 －※ －※ －※ －※ －※ －※

こどもエコクラブ登録者数

エコメッセ

環境講座 －※  －※  －※  －※  －※  
温暖化防止活動推進員出前講座
受講者数

－※  －※  －※  －※  －※  

合 計

※ 年度で事業廃止

※ 年度で事業廃止

※ 県民環境講座及び環境研究センターでの啓発事業は、 年度から環境講座として実施、また、環境講座にはファシリテー

ターを養成する講座の受講者を含む

※ 年度から集計に追加

※ 年度で事業廃止

※ 年 月末で事業廃止

図表5-1-4　県が主催する環境学習への参加者数

31,279

484

33,360
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第２節 環境に配慮した自主的行動と協働の推進

１．現況と課題

現在の環境問題は、人間のあらゆる活動がもた

らす環境への負荷が自然の持つ復元能力を上回っ

ていることから生じており、この解決のためには、

県民、事業者などあらゆる主体が、日常生活や事

業活動において環境への配慮を行うとともに、環

境保全のための活動に取り組んでいくことが必要

です。 
県民を対象に、 年度に行ったアンケート調査

によると、環境保全のために日常生活で行ってい

ることでは「節電」など個人に経済的メリットの

あるものはよく行われていますが、実際に環境保

全活動に参加した経験のある人は、回答者の

％に留まっており、環境問題への関心の高さ

にもかかわらず、実際の活動への参加には、十分

結び付いていません。 
さらに、県内各地で、様々な環境保全活動が、

自治会・ＰＴＡなどの地域団体や環境保全を目的

とする市民活動団体により、自発的に行われてい

ますが、多くの団体においては、より一層の活動

拡大の意欲があっても、活動資金や運営スタッフ

の不足などにより、なかなか実現できない状況に

あります。 
事業者においては、環境に関するマネジメント

システムである ・ エコアクション

の認証取得や*
* *

企業の社会的責任（ＣＳＲ）として

自主的に環境保全活動に取り組むことが求められ

ているものの、コスト削減を最優先する考え方も

根強く、また、消費者の理解や評価も十分とは言

えない状況があり、そのような取組が事業者全体

に広がっているとは言えません。 
環境保全に関する取組は、それぞれが独立して

行われるのではなく、各々の持つ人材や情報の交

流、協働により、一層効果的なものとなることが

期待されます。 
このため、各主体間のネットワークづくりを進

めていくことが重要です。 
 

 
 
２．県の施策展開

京都議定書の基準年（ 年）に比べ、

年では、温室効果ガス部門別排出量のうち、民生

（家庭系・事業系）部門の伸び率がそれぞれ 、

と大きくなっており、環境に配慮したライフ

スタイルやワークスタイルへの転換が求められて

います。

このため、環境に配慮した事業活動を推進する

仕組みとなる環境マネジメントシステム

（ 、エコアクション 等）の構築を支援

するとともに、県自らが率先して、事務・事業か

ら排出される温室効果ガスの削減に取り組むこと

により、地球温暖化防止対策の推進を図っていま

す。

ア 環境マネジメントシステムの普及状況

環境マネジメントシステムの国際的な標準規

格である は、８年に規格が発行されて

以来、我が国の認証取得件数は着実に増加してお

り、 公財 日本適合性認定協会のデータによると、

年３月末現在で 件となっています。

そのうち、県内の認証取得件数は、 件と

なっています。

なお、環境マネジメントシステム規格には、

のほかに、環境省が策定したエコアク

ション （県内認証取得件数： 年３月末

件）や、地方自治体、一般社団法人、特定非営

利活動法人などが策定したもののうち、全国規

模のものとしてエコステージ、ＫＥＳ・環境マ

ネジメントシステム・スタンダードがあります。

イ 県自らの取組

（ア）千葉県庁エコオフィスプラン

県自らの事務・事業による温室効果ガスの排

出削減等に向けた取組を計画的に実行するため、

年８月に「千葉県地球温暖化防止対策実行計

画」を、 年３月には、第２次計画として、「千

葉県庁エコオフィスプラン～千葉県地球温暖化

防止対策実行計画（第２次）～」を策定し、取

（１）環境配慮の普及と県の率先行動の推進
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（２）環境保全活動の推進
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